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 証券コード 2673 

 令和３年６月10日 

株 主 各 位   

          東京都千代田区神田東松下町17番地 
                    夢 み つ け 隊 株 式 会 社 

代表取締役 佐々木 ベジ 

 

第41期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第41期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご

通知申しあげます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、令和３年６月25日（金曜日）午後６時までに

議決権を行使いただきますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

 

 

１． 日 時 令和３年６月26日（土曜日）午後１時00分 

 

２． 

 

場 所 

 

東京都千代田区神田東松下町17番地  

フリージアグループ本社ビル１階 

 

３． 

 

目 的 事 項 

 

  報 告 事 項 １．第41期（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の 

連結計算書類監査結果報告の件 

   

２．第41期（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで） 

計算書類報告の件 

  決 議 事 項  

 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件 

   

   

４． 議決権行使等についてのご案内 

(1)書面による議決権行使の場合 

  同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、令和３年６月25日（金曜日）午

後６時までに到着するようご返送ください。 

 

(2)インターネット開示に関する事項 

  法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次の事項につきましてはインターネッ

ト上の当社ウェブサイト( http://www.steilar.com/company/)に掲載しております

ので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。 

 ①連結計算書類の連結注記表 

 ②計算書類の個別注記表 
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以 上 
   

なお、当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。 

 

 

(3)株主総会参考書類等の記載事項を修正する場合の周知方法 

  株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場

合は、インターネット上の当社ウェブサイト( http://www.steilar.com/company/)

に掲載させていただきます。 

 

(4)株主総会決議通知に関する事項 

 本株主総会の決議内容等につきましては株主総会終了後、インターネット上の当

社ウェブサイト( http://www.steilar.com/company/)にてご報告をさせていただき

ます。 
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（提供書面） 

 

事 業 報 告 
 

( 
令和２年４月１日から 

令和３年３月31日まで 

 
) 

 

１．企業集団の現況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直し、輸

出の増加及び企業収益の改善に伴う設備投資の増加などにより緩やかな景気回復が続いておりま

したが、前連結会計年度末における新型コロナウイルス感染症の蔓延により、不安定な経済状況

へ推移しております。 

このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、引き続き財務体質強

化に注力してまいりました。 

この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は669百万円（前連結会計年度比29.4％

増）、営業利益は21百万円（前連結会計年度比355.7％増）、経常利益は175百万円（前連結会計

年度比28.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は187百万円（前連結会計年度は当期純損

失38百万円）となりました。 

 各セグメントの業績は次の通りであります。 

 

1）通販小売事業 

通販小売事業においては、カタログの種類を絞った上でコンスタントに発行し、経費の削

減を行い、安定して利益を確保できる事業を目指しております。 

以上の結果、通販小売事業の当連結会計年度の売上高は463百万円（前連結会計年度比

24.8％増）となり、セグメント利益は66百万円（前連結会計年度比14.7%増）となりました。 

 

2）不動産事業 

不動産事業においては、販売用不動産の売却を行うとともに所有する不動産の賃貸を行っ

ております。当連結会計年度において、販売用不動産評価損3百万円を計上しております。 

以上の結果、不動産事業の当連結会計年度の売上高は148百万円（前連結会計年度比77.1％

増）となり、セグメント利益は26百万円（前連結会計年度比66.2％増）となりました。 

 

3）介護事業 

ライフステージ株式会社では、介護施設を運営し、デイサービスを行っております。引き

続き、売上高の増加を目指し、利用者数増加のための営業活動の活性化、利用者へのサービ

ス向上の取り組みを進めております。 

以上の結果、介護事業の当連結会計年度の売上高は56百万円（前連結会計年度比12.8％減）

となり、セグメント損失は7百万円（前連結会計年度はセグメント損失0百万円）となりまし

た。 

 

② 設備投資の状況 

重要な該当事項はありません。 

 

③ 資金調達の状況 

重要な該当事項はありません。 
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

  企業集団の財産及び損益の状況の推移  
期別 

 

区分 

第38期 

(平成30年３月期) 

第39期 

(平成31年３月期) 

第40期 

(令和２年３月期) 

第41期 

(当事業年度) 

(令和３年３月期) 

売 上 高 (千円) 459,682 509,235 517,198 669,098 

経 常 利 益 (千円) 71,879 88,119 136,527 175,693 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
(千円) 62,026 84,241 △38,609 187,465 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
(円) 6.13 8.33 △3.82 18.53 

総 資 産 (千円) 3,117,518 3,139,740 3,196,515 3,253,040 

純 資 産 (千円) 1,788,860 1,735,580  1,822,765  2,122,994 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 176.57 171.35 179.96 209.65 
 

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数により算出しております。 

 

(3) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社の状況 

該当事項はありません。 

 

② 重要な子会社の状況  

会 社 名 資 本 金 
議 決 権

比 率 
主 要 な 事 業 内 容 

株式会社ホット・コミュニケーション 10,000千円 91.4％ コールセンター業務 

ラ イ フ ス テ ー ジ 株 式 会 社 53,000千円 99.1％ 介護サービス 
 

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。 

 

③ 重要な企業結合等の状況 

該当事項はありません。 

 

(4) 対処すべき課題 

① 顧客層の拡大 

当社は、これまで富裕層を取り込みながら、中高年男性をターゲットのコアとして取り組んで

まいりました。この層を顧客層として拡大していくことが当社の通販小売事業の着実な拡大につ

ながると考えます。 

また、女性顧客層を拡大すべく当社の独自性を生かしながら積極的な事業展開を図ってまいり

ます。一説には男性の10倍とも言われる女性の購買意欲は、当社の今後の大きな発展の原動力と

なるものと確信しております。 

 

② コールセンター機能の積極的活用 

子会社のコールセンターは、今までに培った基盤を生かし、テレアポによる顧客サービスの強

化と各事業部の販売促進を図りコンタクトセンターとしての機能を強化してまいります。 

 

③ 商品のコストダウン 

商品のコストダウンは直接的に利益につながる大きな要因であります。当社は、オリジナル化

を中心に商品のコストダウンを積極的に進め、営業利益率の向上を目指します。 
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(5) 主要な事業内容（令和３年３月31日現在） 

一般顧客への自社制作カタログによる通信販売業 

不動産の賃貸、不動産の売買業 

コールセンター事業 

通所介護サービス事業 

 

(6) 主要な営業所（令和３年３月31日現在） 

① 当社 

本社：東京都千代田区 

② 主要な子会社の営業所 

株式会社ホット・コミュニケーション 本社：沖縄県那覇市 

ライフステージ株式会社       本社：千葉県八千代市 

 

 (7) 使用人の状況（令和３年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況  

事業の種類別セグメントの名称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

通 販 小 売 事 業   ６（５）名  １名増  （２名減） 

不 動 産 事 業   －（－）名  － 

介 護 事 業   ２（19）名  － 

全   社   （ 共   通 ）   １（２）名 － (１名減) 

合 計   ９（26）名  １名増  （３名減） 
 

（注） 臨時雇用者には、パートタイマー、アルバイトを含み派遣社員を除いております。 

 

② 当社の使用人の状況  

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

４(２)名 －名(１名減) 46.3歳 17.6年 
 

（注）１．臨時雇用者には、パートタイマー、アルバイトを含み派遣社員を除いております。 

 

 (8) 主要な借入先（令和３年３月31日現在）  
借 入 先 借 入 金 額 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 294,546千円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 78,480千円 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 58,582千円 

  

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 
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２．会社の現況（令和３年３月31日現在） 

(1) 株式の状況 

① 発行可能株式総数 20,496,000株 

② 発行済株式の総数 10,458,000株 

③ 株主数 2,317名 

④ １単元の株式数 100株 

⑤ 大株主（上位10名）  

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

佐 々 木 ベ ジ 5,334,000株 52.72％ 

株 式 会 社 S B I 証 券 269,477株 2.66％ 

張 鳳 国 216,700株 2.14％ 

B N Y  F O R  G C M  R E  G A S B U 205,300株 2.03％ 

加 藤 清 行 157,400株 1.56％ 

鈴 木 崇 展 125,000株 1.24％ 

松 井 証 券 株 式 会 社 114,600株 1.13％ 

大 川 良 彰 110,400株 1.09％ 

小 檜 山 悟 100,000株 0.99％ 

楽 天 証 券 株 式 会 社 55,300株 0.55％ 
 

（注）１．持株比率は自己株式（341,300株）を控除して計算しております。 

２．大株主（上位10名）の記載からは、自己株式（341,300株）を除いております。 

 

⑥ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況 

該当事項はありません。 

 

 

(2) 新株予約権等の状況 

① 当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況 

該当事項はありません。 

 

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 会社役員の状況（令和３年３月31日現在） 

① 取締役の状況  
会社における地位 氏 名 担当または重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 佐 々 木 ベ ジ  

ﾌﾘｰｼﾞｱ･ﾏｸﾛｽ㈱ 取締役会長 

㈱ﾎｯﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 代表取締役 

㈱ﾋﾟｺｲ 代表取締役 

Daito Me Holdings Co.,Ltd 董事長 

技研ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 代表取締役 

技研興業㈱ 取締役会長 

ｿﾚｷｱ㈱ 取締役 

㈱協和ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 取締役 

㈱ﾗﾋﾟｰﾇ 代表取締役 

取 締 役 清 水 和 彦 不動産部門担当 

取 締 役 田 中 知 郷  

取 締 役 

（ 監 査 等 委 員 ） 
蓑 輪 義 隆  
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（注） １．取締役（監査等委員）大高英夫氏及び小畑元氏は社外取締役であります。 

２．当社は、取締役（監査等委員）小畑元氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。 

３．取締役（監査等委員）小畑元氏は秋田県大館市長を務めた経歴を有し、豊富な見識・経験等を保有

しております。 

４．常勤の監査等委員（監査委員）の選定の有無及びその理由 

監査等委員会の監査・監督機能をより強固にするために、取締役（監査等委員を除く。）からの情報

収集を綿密に行うこと及び重要な社内会議に参加し情報の共有を図ること並びに内部監査室と監査等委

員会との十分な連携をとれる体制整備をするために、蓑輪義隆氏を常勤の監査等委員として選定してお

ります。 

 

② 辞任した会社役員または解任された会社役員に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

③ 責任限定契約に関する事項 

  当社と非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、職務執行について善意で

かつ重大な過失でないときに同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨定

款に定めております。当該契約を締結した場合の損害賠償責任の限度額はあらかじめ定める額ま

たは法令が定める額のいずれか高い額としております。 

 

④ 補償契約に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

⑤ 補償契約に基づく補償に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

⑥ 役員等賠償責任保険契約に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

⑦ 取締役の報酬等の総額 

1）役員報酬等の内容の決定に関する方針 

イ．基本方針 

持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上のため、当社の取締役（監査等委員である取

締役を除く）の報酬等は、職責、当社の業績、貢献度等を適切に反映した役員報酬水準とす

ることを基本方針としております。また、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）

の報酬額については、株主総会で承認をされた当該取締役の報酬等の限度額の範囲内で、当

該基本方針を踏まえ，取締役会で決定いたします。 

ロ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期また

は条件の決定に関する方針を含む。） 

当社の取締役の基本報酬は、固定金銭報酬のみとしており、業績連動報酬及び非金銭報酬

等の支給をしておりません。また、個人別の報酬等の額は各取締役の相互評価を踏まえ、取

締役会で決定しております。 

ハ．当事業年度にかかる取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別報酬等の内容と役

員報酬等の決定方針 

当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容にかかる

決定方針を取締役会で協議し、決定しておりますが、取締役会は、当事業年度にかかる取締

役（監査等委員である取締役を除く）の個人別報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬

等の内容は、その報酬等の決定方針と整合していることから、その報酬等の決定方針に沿う

ものである、と判断しております。 

 

取 締 役 

( 監 査 等 委 員 ) 
大 高 英 夫  

取 締 役 

（ 監 査 等 委 員 ） 
小 畑 元  
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2）当事業年度に係る役員の報酬等の総額等  
区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 1名 3,480千円 

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 1名 4,200千円 

合 計 
2名 

 

7,680千円 

 
 

（注）１．報酬等の額は、基本報酬のみであり、業績連動報酬等、非金銭報酬等はありません。 

２．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第36期定時

株主総会において年額2,000万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお

ります。 

３．取締役（監査等委員である取締役）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第36期定時株主総会

において年額500万円以内と決議いただいております。 

４．監査等委員でない各取締役の報酬額については、取締役会により決定された役員の報酬にかかる基

本方針に則り、各取締役の役位、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案し、その決定権限を有する

取締役会で決定しております。また、監査等委員である各取締役の報酬額は、その決定権限を有す

る監査等委員会の協議により決定します。 

 

3）当事業年度において支払った役員報酬慰労金 

該当事項はありません。 

 

4）社外役員が親会社等又は親会社の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額 

該当事項はありません。 

 

③ 社外役員に関する事項 

1）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

 該当事項はありません。 

 

2）当事業年度における主な活動状況  
 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 

取締役（監査等委員） 

   大髙 英夫 

当事業年度に開催の取締役会9回及び監査等委員会6回の全

てに出席いたしました。取締役としての豊富な経験から必

要に応じ、当社の経営上有用な指摘、発言を行っておりま

す。 

取締役（監査等委員） 

  小畑  元 

当事業年度に開催の取締役会9回及び監査等委員会6回の全

てに出席いたしました。過去に歴任してきた監査役等の知

識・経験に基づき、当社の経営上有用な指摘、適切な発言

を行っております。 
 

 

3）責任限定契約の内容の概要 

 当社は、平成28年６月29日開催の第36期定時株主総会で、定款を変更し、取締役（業務執行

取締役等であるものを除く）の責任限定契約に関する規定を設けておりますが、責任限定契約

は締結しておりません。 
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(4) 会計監査人の状況 

① 名称            清流監査法人 

 

② 報酬等の額  
 報 酬 等 の 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その

他の財産上の利益の合計額 
14,000千円 

 
 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計

監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積の算出根拠

等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意

の判断をいたしました。 

 

③ 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。 

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合は、監査

等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委

員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解

任した旨と解任の理由を報告いたします。 

 

⑤ 責任限定契約の内容 

当社は、平成22年６月23日開催の第30期定時株主総会で、定款を変更し、会計監査人の責任限

定契約に関する規定を設けておりますが、責任限定契約は締結しておりません。 

 

(5) 業務の適正を確保するための体制 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適

正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

 

① 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

イ．業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、コンプライアンスの確保、資産の保全という統

制目的を達成するため、企業理念に基づいた行動規範を定め、取締役自らによる率先垂範と役

員及び従業員全員への周知徹底を図ることとする。 

ロ．取締役会は法令、定款及び社内規程等に従い、取締役の職務執行の監視を一層強化する。監

査等委員会の監査機能については、以下の基本方針に基づき充実させるとともに総務部担当及

び監査法人と連携して取締役の職務執行を監査する。監査法人については、定期的に代表取締

役及び監査等委員会と意見交換する機会を設けるとともに独立性を確保する。倫理・法令・定

款遵守を確立するためコンプライアンス活動を充実させ、当社グループ全体をモニタリングす

る。 

ハ．当社は従業員に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて従業員に対し、内部監査の実

施、内部通報制度の運用についてさらなる周知徹底を図る。 

 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取り扱いは、当社内

規程及びそれに関する各管理マニュアルに従い適切に保存及び保管（廃棄を含む。）の運用を実

施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行い、また、取締役がこれを閲覧で

きる体制を整備する。 
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

イ．当社は、総務部担当に内部監査を担当する部署としての権限を与える。 

ロ．総務部担当は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なき

よう確認し、必要があれば監査方法の改定を行う。 

ハ．総務部担当の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為

が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について直ち

に取締役会及び監査等委員会並びに担当部署に通報される体制を構築する。 

ニ．総務部担当の活動を円滑にするために、リスク管理体制、マニュアルなどの整備を各部署に

求め、また総務部担当が実施する内部監査の存在意義を全使用人に周知徹底し、損失の危険を

発見した場合には、直ちに総務部担当に報告するよう指導する。 

 

④ 取締役の職務執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

イ．経営計画のマネージメントについては、経営理念を基軸に毎年策定される年度計画に基づき

各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとする。また、経営目標が当初の予

定通りに進捗しているか業務報告を通じ定期的に検査を行う。 

ロ．業務執行のマネージメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその付

議基準に該当する事項についてはすべて取締役会に付議することを遵守し、その際には経営判

断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布される体制をとるものとする。 

ハ．日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、

各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。 

 

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ．当社は、コンプライアンス、リスク管理をはじめとする財務報告における内部統制基本方針

を子会社及び関連会社（以下、子会社等という。）と共有するため、子会社等の取締役及び使

用人に対し、グループ経営上の重要事項に関し、当社に報告・承認を徹底させることとする。 

ロ．当社は、子会社等の損失の危険を管理するため、子会社等においても必要な体制を構築させ

ることとする。 

ハ．当社は、子会社等の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、子会社等

においても必要な体制を構築させることとする。 

ニ．当社は、子会社等の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るため、子会社等においても必要な体制を構築させることとする。 

 

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項 

監査等委員会の職務を補助すべき部署として総務部担当を任命し、そのスタッフを補助使用人

として１名以上配置することとする。 

 

⑦ 上記⑥の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項 

監査等委員会を補助する使用人に対する人事については、監査等委員会の同意を得ることとす

る。 

 

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制そ

の他の監査等委員会への報告に関する体制 

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人は、監査等委員会の定めるところに従

い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。 

ロ．前項の報告・情報提供として主なものは、次のとおりとする。 

・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況 

・当社の子会社等の内部統制部門の活動状況 

・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更 

・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容 

・内部通報制度の運用及び通報の内容 

・社内稟議書及び監査等委員会から要求された会議議事録の回付の義務付け 
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⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保

するための体制 

当社および当社子会社は、役職員が監査等委員会に報告をしたことを理由に報告者が不利益な

取り扱いを受けない対応をする。 

 

⑩ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員がその職務の執行について、当社に対して費用の前払い又または償還等の請求をし

たときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証

明した場合を除き、速やかに当該費用または債務処理をする。 

 

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査等委員会の職務を補助する部署の設置に関する件を含め、当社の監査体制と内部統制シス

テムの体制との調整を図り、もって当社の監査体制の実効性を高めるため、取締役会は監査体制

の検討を行う。また、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、会社に著しい損害を与える虞

がある事実等を発見したときは、直ちに監査等委員会に報告する。 

 

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

① コンプライアンスの徹底を図るため、コンプライアンスの状況・問題等の把握及び報告、対応

策の協議、並びに役職員への教育及び研修を実施いたしました。 

② 当社子会社のグループ経営上の重要事項に関しては、適宜取締役会並びに代表取締役へ報告・

承認手続きが適切になされております。 

③ 当社及び当社子会社は、取締役会を定例で開催し、また必要に応じて臨時取締役会を適時開催

し、業績の報告及び経営上の重要事項の承認等を行っております。 

④ 内部監査担当部署（総務部担当）は、内部監査計画書に沿って当社及び当子会社の内部監査を

実施、リスク状況を把握・監視しており、内部監査報告書等を通じて当社役員に対して報告がな

されております。 

 

(7) 会社の支配に関する基本方針 

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、

特に定めておりません。 

 

(8) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、企業価値の向上を目標としつつ、当該年度の収益状況に応じた利益配分と、内部留保の

充実による財務体質の強化の両面から、総合的に株主利益の向上を図ることを基本方針としており

ます。 

抜本的な構造改革により、安定的に利益が確保できる体制を確実なものとし、早期の復配を目指

す所存であります。 
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金　　額 金　　額

1,056,750 837,928

現 金 及 び 預 金 8,683 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 29,679

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 36,529 短 期 借 入 金 592,121

商 品 20,315 一年内返済予定の長期借入金 62,779

販 売 用 不 動 産 988,640 未 払 金 52,565

そ の 他 3,326 返 品 調 整 引 当 金 112

貸 倒 引 当 金 △ 744 ポ イ ン ト 引 当 金 2,891

2,196,289 そ の 他 97,777

7,894 292,116

建 物 5,468 長 期 借 入 金 255,766

車 両 運 搬 具 135 繰 延 税 金 負 債 554

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,890 そ の 他 35,796

機 械 及 び 装 置 401 1,130,045

2,089

そ の 他 2,089 2,026,974

2,186,305 資 本 金 534,204

投 資 有 価 証 券 2,200 資 本 剰 余 金 266,761

関 係 会 社 株 式 2,148,761 利 益 剰 余 金 1,343,748

繰 延 税 金 資 産 3,740 自 己 株 式 △ 117,739

そ の 他 31,604 94,004

貸 倒 引 当 金 △0 その他有価証券評価差 額金 94,597

退職給付に係る調整累 計額 △ 593

2,016

2,122,994

3,253,040 3,253,040

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連　結　貸　借　対　照　表

(単位：千円)

（令和３年３月31日現在）

流　動　資　産

固　定　資　産

科　　　目 科　　　目

流　動　負　債

株 主 資 本

　（純　資　産　の　部）無形固定資産

　（資　産　の　部） 　（負　債　の　部）

資  産　合　計

負　債　合　計

負 債 純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

固　定　負　債

投資その他の資産

非 支 配 株 主 持 分

その他の包括利益累計額

有形固定資産
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669,098

355,618

313,479

292,077

21,402

0

642

166,425

2,363

6,596 176,027

21,737 21,737

175,693

37,923 37,923

28,965 28,965

184,651

650

△ 3,336 △ 2,686

187,337

△ 128

187,465

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

償 却 債 権 取 立 益

減 損 損 失

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

連結損益計算書

営 業 利 益

売 上 総 利 益

科　　　　　目

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

（単位：千円）

営 業 外 収 益

金　　　額

売 上 原 価

売 上 高

支 払 利 息

そ の 他

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息
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親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当期末残高

変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の

連結株主資本等変動計算書

令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

株　　　　主　　　　資　　　　本

534,204

資本金

変 動 額 合 計

自己株式 株主資本合計資本剰余金

変 動 額

連 結 会 計 年 度 中 の

534,204

－

1,156,282266,761当期首残高

187,465

連 結 会 計 年 度 中 の

当期首残高

非支配株主持分

1,839,508△ 117,739

266,761

－

187,465187,465

利益剰余金

1,822,765

 その他有価証券
評価差額金

2,026,974

187,465

純資産合計

△ 117,739

－

1,343,748

  退職給付に係る
調整累計額

521

2,144

187,465

△ 1,114△ 17,773

521
変 動 額 合 計

2,016

△ 128

△ 128

当期末残高

連 結 会 計 年 度 中 の

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

2,122,994

300,229

112,763

94,597

112,370

112,370

△ 593
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金　　額 金　　額

1,044,565 853,011

現 金 及 び 預 金 5,694 買掛金 29,679

売 掛 金 27,377 短期借入金 617,121

商 品 20,315 一年内返済予定の長期借入金 62,779

販 売 用 不 動 産 988,640 未払金 53,909

貯 蔵 品 70 未払法人税等 10,104

前 渡 金 134 未払費用 35,736

前 払 費 用 800 前受金 7,738

そ の 他 2,277 預り金 15,840

貸 倒 引 当 金 △ 744 未払消費税 16,268

969,678 返品調整引当金 112

360 ポイント引当金 2,891

機 械 及 び 装 置 360 その他 828

工 具 、 器 具 及 び 備 品 0 291,302

1,580 長期借入金 255,766

そ の 他 1,580 その他 35,536

967,737 1,144,314

投 資 有 価 証 券 2,200

関 係 会 社 株 式 933,062 869,930

繰 延 税 金 資 産 3,740 534,204

そ の 他 28,734 266,761

貸 倒 引 当 金 △0 266,761

186,704

186,704

繰 越 利 益 剰 余 金 186,704

△ 117,739

869,930

2,014,244 2,014,244

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

流動負債

科　　　目

資  産　合　計

負　債　合　計

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

無形固定資産

有形固定資産

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

株　主　資　本

固定負債

資 本 金

貸　借　対　照　表

(単位：千円)

（令和３年3月31日現在）

科　　　目

 　（純 資 産 の 部）

　（負　債　の　部）　（資　産　の　部）

固　定　資　産

流　動　資　産

投資その他の資産
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618,163

342,226

275,936

246,767

29,169

7,098

22,206

14,060

37,923 37,923

51,983

290

△ 3,461 △ 3,171

55,155

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　当 期 純 利 益

　税引前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税

売　上　原　価

　売　上　総　利　益

　経　常　利　益

　法 人 税 等 調 整 額

営　業　外　費　用

販売費及び一般管理費

　営　業　利　益

　投資有価証券売却益

特　別　利　益

営　業　外　収　益

 損益計算書

令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

(単位：千円)

金　　　額科　　　　　目

売　　上　　高
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当 期 純 利 益

株主 資本 以外 の項 目の

事業年度中の変動額(純額)

当 期 純 利 益

株主 資本 以外 の項 目の

事業年度中の変動額(純額)

814,775

株主資本
合計

純資産
合計

869,930

55,155

55,155

814,775

株主資本

△ 117,739

－

△ 117,739

自己株式

869,930

55,155

利益剰余金

266,761534,204

資本金

資 本 剰 余 金

令和２年４月１日から
令和３年３月31日まで

株主資本等変動計算書

事 業 年 度 中 の

変 動 額

事 業 年 度 中 の

当 期 首 残 高

その他
資本剰余金

変 動 額

事 業 年 度 中 の

変 動 額 合 計

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 末 残 高

変 動 額 合 計
―

当 期 末 残 高

55,155

事 業 年 度 中 の

55,155

534,204

―

当 期 首 残 高

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

（単位：千円）

266,761

繰越

その他利益剰余金

利 益 剰 余 金

186,704

55,155

131,549
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連結計算書類に係る会計監査報告 
 

 独立監査人の監査報告書 

 令和３年５月28日 

 

夢みつけ隊株式会社 

取締役会 御中 

清 流 監 査 法 人 

東京都港区  
代 表 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 安 田 裕 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 遠 田 晴 夫 ㊞ 
  

  

監査意見 

当監査法人は、会社法第 444 条第４項の規定に基づき、夢みつけ隊株式会社の令和２年４月

１日から令和３年３月 31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、夢みつけ隊株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 

 

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。 

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。 

 

連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬

により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。  

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
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る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連

結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表

示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している

かどうかを評価する。 

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十

分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び

実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて

いるその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害

要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告 
 

 独立監査人の監査報告書  

 令和３年５月28日  

 夢みつけ隊株式会社  

 取締役会 御中  

 
清 流 監 査 法 人 

東京都港区 
 

 

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 安 田 裕 ㊞ 

業務執行社員 公認会計士 遠 田 晴 夫 ㊞ 
 

 

 監査意見 

当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、夢みつけ隊株式会社の令和

２年４月１日から令和３年３月 31 日までの第 41 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計

算書類等」という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 
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・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ

た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな

い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査

人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の

表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら

れているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び

阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告

を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 

 以 上 
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監査等委員会の監査報告 
 

 監 査 報 告 書  

 当監査等委員会は、令和２年 4 月 1 日から令和３年 3 月 31 日までの第 41 期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり

報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査等委員会は、会社法第 399 条の 13 第 1 項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について

取締役及び使用人等からその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて

説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しま

した。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結

計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

  ③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

令和３年５月 31 日                              

夢みつけ隊株式会社 監査等委員会 

監査等委員  蓑 輪 義 隆㊞ 

監査等委員  大 髙 英 夫㊞ 

監査等委員  小 畑 元  ㊞ 
 

（注）監査等委員大高英夫氏及び小畑元氏は、会社法第２条第 15 号及び第 331 条第 6項に規定する 

社外取締役であります。 

 

 
 

以上 
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株主総会参考書類 
 

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件 

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会終

結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者

番号 

氏 名 

(生  年  月  日) 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当 

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る 

当 社 の 株 式 数 

1 
佐々木 ベジ 

(昭和30年９月26日生) 

平成９年９月 フリージアグループ会長 

5,334,000株 

平成20年７月 ㈱ピコイ 代表取締役（現任） 

平成21年９月 フリージア・マクロス㈱ 

取締役会長（現任） 

当社代表取締役（現任） 

平成22年６月 ㈱ホット・コミュニケーション 

代表取締役（現任） 

平成26年２月 Daito Me Holdings Co.,Ltd 

董事長（現任） 

平成27年６月 技研興業㈱ 取締役会長（現任） 

平成28年５月 フリージアホールディングス㈱ 

代表取締役（現任） 

平成29年９月 ソレキア㈱ 取締役（現任） 

平成30年１月 技研ホールディングス㈱  

代表取締役(現任） 

平成31年２月 ㈱協和コンサルタンツ 取締役 

（現任） 

令和２年３月 ㈱ラピーヌ 代表取締役社長（現任） 

2 
前田 信幸 

(昭和51年１月25日生) 

平成12年３月 当社入社 商品開発部 

100株 

平成12年６月 当社仕入物流部 

平成15年６月 当社物流部 

平成18年４月 当社経営情報推進局 局長 

平成20年４月 当社業務推進室 

平成23年４月 当社顧客セグメント部 部長（現任） 

3 
田代 秀之 

(昭和52年７月10日生) 

平成14年６月 当社入社 コールセンター 

0株 

平成14年12月 当社商品開発部 

平成16年９月 当社仕入部 

平成17年８月 当社編集部 主任 

平成27年12月 当社編集部 部長（現任） 

平成31年４月 飛松建設㈱ 取締役（現任） 

令和２年６月 平成債権回収㈱ 代表取締役（現任） 

 東京ファイナンス㈱ 

代表取締役（現任） 

 

（注） 1. 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者佐々木ベジ氏は、当社の連結子会社である㈱ホット・コミュニ

ケーションの代表取締役を兼務しており、当社と㈱ホット・コミュニケーションとは業務委託契約を締結しており

ます。また、同氏は㈱ピコイの代表取締役を兼務しており、当社と㈱ピコイとは金銭消費貸借契約及び業務委託契

約を締結しております。 

    2. 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者前田信幸氏および田代秀之氏と当社の間には特別の利害関係は

ありません。 

3. 取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者佐々木ベジ氏は現在の当社取締役、前田信幸氏および田代秀之

氏は新任であります。 

4. 「所有する当社株式の数」については、令和３年３月 31 日現在の所有株式数を記載しております。  
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会社案内図 
所在地 

〒101‐0042 

東京都千代田区神田東松下町 17 番地 フリージアグループ本社ビル 1 階 

電話番号 03‐6635‐1791   FAX 03‐6635‐1790 

 

案内図 

 
交通機関 都営新宿線岩本町駅 A1 出口より徒歩 4分 

JR 山手線神田駅東口出口より徒歩 5分 

東京メトロ銀座線神田駅３番出口より徒歩 5分 
 


